
 
 

 
 

 
 





 

基本方針２ 自立した行財政運営 改定案 
 

改 定 案 改 定 案【修 正】 
 

1 

１．財源の確保 １．財源の確保 

① 市税のほか、国民健康保険税、介護保険料、

後期高齢者医療保険料、上下水道料金、保育

料、給食費などの未収金の徴収体制を強化し、

徴収率を向上します。 

① 市税のほか、国民健康保険税、介護保険料、

後期高齢者医療保険料、上下水道料金、保育

料、給食費などの未収金の徴収体制を強化し、

徴収率を向上します。 

② 使用料・手数料については、サービスを利用

する者と利用しない者との負担の公平性の観点

から定期的に見直しを行います。 

② 使用料・手数料については、サービスを利用

する者と利用しない者との負担の公平性の観点

から定期的に見直しを行います。 

③ 羽田空港と成田国際空港の中間地点にあり、

国道１６号や国道４６４号が通過しているとい

う白井市の立地特性を活かし、企業等の進出を

誘導します。 

③ 羽田空港と成田国際空港の中間地点にあり、

国道１６号や国道４６４号が通過しているとい

う白井市の立地特性を活かし、企業等の進出を

誘導します。 

④ 国や県の補助金、市税のみならず、多様な方

法による収入の確保を進めます。 

④ 国や県の補助金、市税のみならず、多様な方

法による収入の確保を進めます。 

２．歳出の抑制 ２．歳出の抑制 

① 次世代に健全なままの白井市を引き継ぐた

め、地方債残高などの将来負担については、 

一定の方針を示し、削減します。 

① 次世代に健全なままの白井市を引き継ぐた

め、地方債残高などの将来負担については、 

一定の方針を示し、抑制します。 

② 事業の見直しや統廃合、民間委託や協働など

を積極的に進めます。 

② 事業の見直しや統廃合、民間委託や協働など

を積極的に進めます。 

③ 市が単独の補助主体である補助金について、

その対象や必要性、妥当性、有効性などを検証

し、定期的に見直しを行います。 

② 市が単独の補助主体である補助金について、

その対象や必要性、妥当性、有効性などを検証

し、定期的に見直しを行います。 

３．適材適所による事業主体の見直し ３．適材適所による事業主体の見直し 

① 市の守備範囲をあらためて検討しながら、新

たな発想の下に、誰が最も事業主体として適正

かを検討します。 

① 市が担うべき役割を改めて検討しながら、新

たな発想の下に、誰が最も事業主体として適正

かを検討します。 

② 事業の実施方法の選定にあたっては、職員が

行った場合と外部委託した場合とのコストやサ

ービスの質を比較した上で決定します。 

② 事業の実施方法の選定にあたっては、官民連

携手法の活用も含めて検討し、コストやサービ

スの質を比較した上で決定します。 

４．評価に基づく行政サービスの質の 

 向上と精査 

４．評価に基づく行政サービスの質の 

 向上と精査 

① 第５次総合計画の戦略事業を対象に、最少の ① 総合計画に基づき市が実施する事業を対象
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経費で最大の効果が得られるための評価を行い

ます。 

に、最少の経費で最大の効果が得られるための

評価を行います。 

② 評価にあたっては、評価対象に応じて、外部

評価と内部評価を取り入れます。 

② 評価にあたっては、評価対象に応じて、外部

評価と内部評価を取り入れます。 

③ 評価することを目的とすることなく、評価す

ることが改善の手段となるような行政評価にし

ます。 

③ 評価することを目的とすることなく、評価す

ることが改善の手段となるような行政評価にし

ます。 

④ 市民ニーズを把握し、市民の立場になって、

その行政サービスの必要性を精査し、必要性の

低いものについては、勇気をもってやめる判断

をします。 

④ 市民の視点に立って、その行政サービスの必

要性を精査し、市民にとっての成果が低いも

の、市が実施する必要性の低いものについて

は、勇気をもってやめる判断をします。 

５．将来を見据えた公共施設等の計画的な

管理 

５．将来を見据えた公共施設等の計画的な

管理 

① 公共施設等総合管理計画に基づき、長期的な

視点から現有する公共施設等の長寿命化や最適

な配置などを進めます。 

① 公共施設等総合管理計画に基づき、長期的な

視点から現有する公共施設等の長寿命化や最適

な配置などを進めます。 

② 公共施設等総合管理計画に基づき、市民との

合意形成を図りながら、行動計画となる公共施

設等の個別施設計画を策定します。 

※取組完了のため、削除 

 （前回会議資料の記載誤り） 

 

③ 公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設

等を総合的かつ計画的に管理するため、部局横

断的な調整をする組織体制を構築します。 

※取組完了のため、削除 

 （前回会議資料の記載誤り） 

 

④ 公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設

等にかかる財政負担を軽減し、平準化します。 

② 公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設

等にかかる財政負担を軽減し、平準化します。 
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